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Abstract

It is well-known that British railway companies in nineteenth century disclosed sophisticated
reports In early nineteenth century United Kingdom British people had no company laws and. ,

Private laws obliged the railway companies to disclose their accounts However the contents. ,

of their reports were more detailed than the obliged one This implies some factors of the.

voluntary disclosure The railway companies needed larger capital to extend lines than the.

profits they got and required to raise additional capital Accordingly in order to raise more. ,

capital they paid the dividends from other than the profits and gave their shareholders,

additional prospects by means of disclosing the sophisticated reports Therefore they had been. ,

.using Double Account System

： 複会計制度， 資金調達。Key words Double Account System raising of capital

１ 序

19世紀における英国鉄道会社の会計報告書は，現代の会計技術の水準に照らしても遜色

ない技術によって作成されていた。英国鉄道会社が19世紀前葉に作成した会計報告書，そ

の中でも特に財務諸表は，（図表１）より明らかなように，その詳細さ，およびその整合

性から，現代的な会計の萌芽を期待させるものとなっている。

しかしながら当時の英国鉄道会社が作成した財務諸表は，ある点において，現代におけ

る財務諸表と大きく異なっている。具体的に言えば，鉄道会社が作成した貸借対照表は，
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固定項目と流動項目とが分割されている。このように，通常の貸借対照表に代えて，固定

項目を計上する資本勘定と流動項目を計上する一般貸借対照表とを公表する様式は，一般

に複会計制度と呼ばれている。そして本研究は，なぜ英国鉄道会社が複会計制度を導入し

たのかという問題を会社内での定着，普及，および鉄道産業内での法制化という３つの視

点から考察することを目的としている。

つまり本稿では，複会計制度の確立過程にかかる議論を行い，具体的には鉄道会社内で

の複会計制度の定着を確立と定義した上で， 鉄道会社（以後「ＬLondon and Birmingham

＆Ｂ鉄道会社」と略称）における同制度確立の経緯をケース・スタディとして検討する。

なおＬ＆Ｂ鉄道会社は複会計制度を鉄道産業内で最初に導入した会社として知られている

ことから，同社をケース・スタディすることによって，複会計制度が会社内で確立するた

めに必要な共通因子を明らかにすることができるものと考えられる。

上記の問題を考えるにあたって無視できないことは，鉄道会社にとって路線拡張を目的

とした外部資金調達が少なからず重要であったという事実である。つまりＬ＆Ｂ鉄道会社

は，出来るだけ多くの資金を調達するためにあるいはさらなる払込を促進するために，資

本不足が明示しうる報告書を公表すると同時に，資本からの配当に対する株主の納得を得

るために，現時点における現金有高を明示した報告書を公表するようになったと言える。

２ 既存研究と本稿の問題意識

2.1 既存研究における複会計制度

世界で最初に大学で会計学を講義したことで知られる は複会計制度を次のようDicksee

に定義している。

「［一般的な］単会計制度と複会計制度の違いは，貸借対照表の様式にある。・・・事

業の中には，固定資産と固定負債からなる部分と，流動資産と流動負債からなる部分とを

区別することを適当とするものが存在する。［この理由により］貸借対照表をこの線で区

別した事業は，複会計制度を採用していることになる 」。
１

鉄道会社は，鉄道敷設のため土地を強制的に買収する権限や資本市場からの資金を調達

する権限を必要としたのだが，このような権限は国家から与えられるものであり，これら
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の権限を得る代わりに ，会計報告を行う義務を負っていた。Ｌ＆Ｂ鉄道会社も例外では
２

ない。同鉄道も個別法によって，「株主および債権者に対して，当該事業のために受け

取ったり支払ったりした資金総額について真実のそして規則的な計算書を帳簿に記入し，

それに関する証書・印刷物などを添えて開示すること 」が要請されていた。この条項の
３

意味するものは，収支計算書であると考えられる。

しかしながら前述したように，Ｌ＆Ｂ鉄道会社が公表した財務諸表は，この収支計算書

以外にも，資本勘定，収益勘定（現在の損益計算書），一般貸借対照表などから構成され

ていた。つまりＬ＆Ｂ鉄道会社は，個別法で収支計算書の開示を要請された一方で，その

他の財務諸表に見られるような任意の開示をも行っていたことになる。すなわちＬ＆Ｂ鉄

道会社の複会計制度に基づく開示は，強制的開示の範囲を超えて行われていたことになる。

何故，Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，任意に複会計制度を採用していたのであろうか。

（1985）は，複会計制度を導入する目的として，以下の項目を掲げている。Edwards

まず，鉄道会社に先がけて流動項目を明示した資本勘定を開示した運河会社は，建設完

成後に資本勘定を締め切ることで，資本を減損させる蛸配当の可能性を除去した上で，株

主から調達した資本が全て建築物の建設にあてられたことを証明しようとした。しかしな

がら鉄道会社について言えば，資本勘定の公表という点では運河会社の慣例を継承したも

のの，その締め切りは実施されなかった。この違いは，鉄道株主が，資本市場の発展とと

もに鉄道を長期的な投資とみなした上で，安定した配当を期待する永久的株主と，投資直

後の高配当および有利な価格での再売却を期待する一時的株主とに分離したことに大きく

寄与している。すなわち，資本勘定を締め切ることが，追加的な車両購入を資産ではなく

費用として収益勘定に計上することを通じて，一時的株主を不当に扱うことになったから

である。以上の理由から，鉄道会社は，資本勘定を締め切ることなくに公表し続けた。加

えて，建設に直接関係しない残りの資産と負債を一般貸借対照表において別個に公表する

こととなり，結果として，複会計制度が採用されることとなった 。
４

続けて は，複会計制度が現代のような単会計制度に改められなかった理由につEdwards

いて以下のように述べている。

貸借対照表を，固定項目を公表する資本勘定と流動項目を計上する一般貸借対照表に分

割することは，資本項目と収益項目とを区別することに直結している。鉄道会社は，売上

高の13倍にあたる巨大な資本を有していたことから，資本項目と収益項目を注意深く区別
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する必要に迫られた。そのため，株主にとっては，多くの項目を含む貸借対照表よりも，

固定項目と流動項目が本質的に区別されている財務諸表の方が適当であった 。あわせて
５

粉飾決算が横行した1840年代後半には，複会計制度によって作成された財務諸表が，信頼

できる会計情報，あるいは追加的な保証として必要とされたことから，多くの鉄道会社が

複会計制度を維持することとなった 。
６

以上の議論から， の主張は，受託責任の立場から複会計制度を捉えたものであEdwards

ると評価できる 。
７

2.2 本稿の問題意識

しかしながら， が複会計制度を最初に導入した企業としてあげるＬ＆Ｂ鉄道会Edwards

社は，開業後最初の財務諸表については複会計制度に基づいて開示しているが，鉄道を開

通させた翌期の財務諸表については単会計制度に基づいて開示している。さらにＬ＆Ｂ鉄

道会社は，利益が計上され始めると複会計制度に戻し，数年後単会計制度に移行し，さら

に数年後再び複会計制度に舞戻っている。このことは，「単会計制度に改めなかった」と

いう の主張とは明らかに異なっている。従って， がＬ＆Ｂ鉄道会社のケーEdwards Edwards

スをもとに複会計制度の議論を展開している以上， の議論を上に示した差異の視Edwards

点を含めた上で説明する必要がある。そこで本稿は，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の財務諸表様式が変

遷する経緯を明確にすることおよびその理由について解明することを目的とする。

３ 資金調達と複会計制度

3.1 Ｌ＆Ｂ鉄道会社

は，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の財務諸表を最初に複会計制度が導入された財務諸表としEdwards

て位置付けている 。そしてその後，複会計制度は，1845年においてＬ＆Ｂ鉄道会社，
８

鉄道会社および 鉄道会社との合併によって設立Grand Junction Manchester and Birmingham

された 鉄道会社によって導入され，さらに1868年になると複会London and North Western

計制度は鉄道規制法の中で法制化された。したがって，Ｌ＆Ｂ鉄道会社における複会計制

度の定着が，鉄道産業さらには英国における複会計制度の出発点であると考えて差し支え

ないであろう。ゆえに，まず本稿では，Ｌ＆Ｂ鉄道会社が，導入・廃止を繰り返しながら

最終的に複会計制度を定着させていく経緯を追うことで，Ｌ＆Ｂ鉄道会社における複会計
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制度の本質について検討していく。

Ｌ＆Ｂ鉄道は，1833年個別法によってその建設が認可され，1837年７月その一部が開通

した後，1838年９月にその全線が開通した 。
９

Ｌ＆Ｂ鉄道計画は，1825年には既に提案されていたが，金融危機のために実現せず，

1831年，スティーヴンスン父子が提出した見積書（全長112マイル，資本金£1,250,000）

を契機に，1838年その建設が認可された。しかしながら，同鉄道の建設が地主の強い反対

を受けたことから，当該地主との和解費用は，当初予定していた額の３倍にあたる

£750,000に達した。また，法案獲得のための議会費用として£73,000が拠出されたこと

も重なって，マイルあたりの建設費用は，当時Ｌ＆Ｂ鉄道会社の双生児と位置付けられて

いた 鉄道会社の約２倍に達した 。Grand Junction 10

しかしながら湯沢（1988）は，「このような高い建設費にもかかわらずきわめて良好な

経営内容を示していた 」と述べている。なおその理由として，Ｌ＆Ｂ鉄道が， と
11 London

という重要都市を結ぶものであったことから，マイルあたり収入が他の鉄道Birmingham

に比して高かったことがあげられる 。
12

3.2 資金調達の必要性

開通後の経営成績が良好な一方，他方において，財政状態は開通前と同様に逼迫した状

況であったと考えられる。鉄道会社への資本払込みは順調ではなかった。例えば1837年前

期時点での授権資本は£4,500,000であったが，当初からその全額が払い込まれていたわ

けでなく，1837年前期の時点では£100株式あたり£80しか払い込まれていなかった。こ

の払込みは，1838年前期の時点で£100株式あたり£90となり，1838年後期にようやく完

了することとなった 。さらに当時におけるほとんどの鉄道会社の利益は，その巨大な資
13

本と比較して，低い水準にとどまっている。そのため鉄道会社は，新規の資本によって建

設費用を調達せざるを得なかった 。したがって，鉄道会社の財政状態は，資本が分割し
14

て払込まれていたこと，および将来の路線拡張に充てるべき資金が不足していたことを理

由に，逼迫した状況にあったと言える。これを受けてＬ＆Ｂ鉄道会社は，1833年の認可以

後，以下に示す７度にわたって議会から新規の資本を調達する権利を受けることとなった 。
15
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1833.５.６ £3,350,000

1835.７.３ £ 165,000

1837.６.30 £1,000,000

1839.６.14 £1,000,000

1842.９.２ £ 173,000

1843.４.３ £ 673,000

1843.７.４ £ 673,000

またＬ＆Ｂ鉄道会社は，既存株主と潜在的投資家から新規の資本を求めた 。なお既存
16

株主は，鉄道が職業上必要あるいは長期的な投資先であるとみなすことで安全で恒久的な

配当を望んだ永久的株主と，鉄道を一時的な投資先とみなすことで高配当をもとに高額で

の売却を意図していた一時的株主とに分類できる 。鉄道を職業上必要とする株主は，相
17

対的に配当を重視しないため，営業によって獲得された利益が外部流出することなく内部

留保されることを望むだろう。また，鉄道を長期的な投資先とみなした上で安全で恒久的

な配当を望む株主は，同様に恒久的な投資先と考えられる政府証券の利息と比較して，利

息相当のあるいはそれより若干高い配当を望むであろう。それに対して，鉄道を一時的な

投資先とみなす株主は，可能な限り高い配当を望むであろう。なお，潜在的投資家に対し

ては，高配当を宣言することが適当であったことは言うまでもない。ここで注意しなけれ

ばならないことは，会社からの要求によって既存株主が追加出資に応じていたという事実

である 。それゆえ，潜在的投資家が増加した時代においても，既存株主は鉄道会社の資
18

金調達先として重要な役割を果していたと言える。

以上のことから，政府証券利息が鉄道株の配当を下回っているときには，鉄道を職業上

必要とする株主とそれ以外の株主および潜在的投資家との間での利害対立が予想され，政

府証券利息が鉄道株の配当を上回っているときには，永久的株主とそれ以外の株主および

潜在的投資家との間での利害対立が予想される。

3.3 配当源泉の変化と財務諸表様式の変化

湯沢（1988）は，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の経営成績が，全般的に良好であったと主張している。

確かに，（図表２）より明らかなように，開通直後の1837年後期を除いた全ての会計期間

において，収益が費用を上回っている。

当初は当期純利益に未処分利益を加えた額を基礎とした配当が行われていたが，1840年

前期になるとその基礎は，一定の配当率を維持することを理由に，当期純利益に将来にお
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ける車両購入を目的に1838年前期以降積み立てられてきた減価償却準備金を調整したもの

へと変化する。そして1841年後期になると，資産が資本および負債を上回る額，すなわち

処分可能利益を基礎に配当が行われるようになった。ただしＬ＆Ｂ鉄道会社は，しばしば

配当の基礎としての処分可能利益を減資によって確保していた（以上の点については，

（図表３）および（図表４）を参照）。

さらに興味深い点は，Ｌ＆Ｂ鉄道会社における配当源泉の変化の時期が，財務諸表様式

の変化の時期にほぼ一致することである。つまり，1838年前期に複会計制度を再採用した

ときには，当期純利益に未処分利益を加えた額を基礎に配当を行っていたが，1840年前期

に単会計制度を再採用したときには，減価償却準備金の調整を行った後の当期純利益を基

礎に配当を行うようになり，さらに複会計制度を定着させた1841年後期には，減資を行っ

て確保した処分可能利益を基礎に配当が行われたのである。そして（図表４）より明らか

なように，配当が政府証券利息に相当するコンソル債の利息を常に上回っていたことから，

鉄道を職業上必要とする株主とそれ以外の株主および潜在的投資家との間での利害対立の

発生が予想できる。それゆえに，後者を優先させる形での配当を行っていたＬ＆Ｂ鉄道会

社は，それを前者に納得させるための会計報告を行う必要があったと考えられる。

４ 資本不足および現金有高の明示

4.1 資本不足の明示と資本勘定の独立

Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，1837年前期において複会計制度をもとに会計報告を行っていたが，

1837年後期になるとそれを単会計制度による会計報告へと変更した。しかし1838年前期に

は，再び複会計制度を採用し，1840年前期になると再度単会計制度へと移行した。その後

最終的に複会計制度が定着するようになったのは，1841年前期のことである。以上の経緯

より，Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，２度にわたり複会計制度を採用し直していることが分かる。で

はなぜＬ＆Ｂ鉄道会社は，２度にわたり複会計制度を採用し直すことになったのであろう

か。

採用し直した理由を考えるにあたって，まず1837年前期における複会計制度による財務

諸表と再度複会計制度へ戻った1838年前期の財務諸表とを比較して，一度目において複会

計制度に戻った理由について考える。次ぎにこの1838年前期の財務諸表と，再度複会計制

度へ戻った1841年後期の財務諸表とを比較することで，二度目において複会計制度に戻っ
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た理由について考える。

まず，1837年前期の財務諸表と1838年前期の財務諸表とを比較する。ここで注意すべき

ことは，1837年前期の財務諸表では，資本勘定の資本項目に資本の未払込額が含まれてい

るが，1838年前期の財務諸表では，資本勘定の資本項目に資本の未払込額が含まれていな

いことである。

資本の未払込額を資本項目に含めることは，当該期の会計報告における主目的が，順調

に鉄道建設が進んでいることをアピールする点に置かれていたことを意味している。また，

財務諸表があらかじめ行っていた建設費用見積どおりに鉄道建設費用を拠出していること

を主張するものでなければならなかったことにも関係している。つまり当該期の資本勘定

の残高は，将来の支出可能残高を示しており，それゆえ，技師が作成した添付書類に示さ

れている将来の建設費用見積額と資本勘定における将来支出可能残高とが一致するかどう

かの確認ができるようになっていた。以上のことから，資本の未払込額が資本勘定の資本

項目に含めされていたのだと言える。

それに対して，資本の未払込額が資本項目に含められていないことは，当該期における

会計報告の主目的が，払込が完済していない株主に対する払込要求に加えて，事業を拡大

するためにさらなる資本が必要であることをアピールする点に置かれていたことを意味し

ている。また，財務諸表が現状の資本不足あるいは事業拡大に伴う資本の必要性を主張す

るものでなければならなかったことにも関係している。つまり，当該期におけるの資本勘

定の残高は，実際に払い込まれた資本のうち，どの程度の額が手許に残っているのかを明

示するものとなっていた。それゆえ，資本の未払込額は資本勘定の資本項目に含められな

かった。

以上の議論から，最初に複会計制度へ戻った理由が，資本不足をアピールすることを目

的とした資産への投資によって減少した払込資本（および社債）の残高を明示する点に

あったと考えられる。実際，1837年前期の財務諸表における資本勘定の資本項目には，資

本の未払込額が含まれていたにもかかわらず，1838年前期の財務諸表における資本勘定の

資本項目は，未払込額が含められていなかった。さらに，これより後の期の資本勘定にお

いては，資本の投資先である資産が払込資本（および社債）を上回っていることから，資

本勘定の残高が資本不足を直接的に明示することになった。
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4.2 現金有高の明示と一般貸借対照表の確立

次に，1838年前期の財務諸表と1841年後期の財務諸表とを比較することで，Ｌ＆Ｂ鉄道

会社において複会計制度が定着した理由について考える。なおここで注意すべきは，1838

年前期の財務諸表では，短期借入金が資本勘定の資本項目に含められていないが，1841年

後期の財務諸表では，短期借入金を含む全ての借入金（未払費用を除く）が資本勘定の資

本項目に含められている点である。つまり，1841年後期における資本勘定残高の振替先と

しての一般貸借対照表は，1838年前期における一般貸借対照表よりもさらに詳細に現金有

高を立証するものとなっていたと言える。

このことは，前者の会計報告における主目的が，資本不足をアピールする点に置かれて

いたことを意味している。また財務諸表が現状における資本不足を主張するものでなけれ

ばならなかったことにも関係している。つまり当該期の資本勘定残高は，固定資産に充て

られるべき資本払込額のうちどの程度の額が手許に残っていたのか，あるいは固定資産に

充てられた資金のうちどの程度が借入金によるものかを示すものとなっていたのである。

以上のことから，短期借入金が資本勘定の資本項目に含められなかったのだと言える。

それに対して，短期借入金が資本勘定の資本項目に含まれると同時に，一般貸借対照表

の流動負債には短期借入金が含められなった後者の会計報告は，当時の鉄道会社の配当が

現金支払であったことを考慮すれば，年々増大してきた配当額を決算の数日後に必ず支払

うことを保証する目的を有していたと考えられる。つまり当該期の資本勘定残高が現金有

高を立証する一方で，他方において，この残高を振り替える一般貸借対照表は，借方に流

動資産・未収利息・現金を，貸方に資本勘定残高（資本超過分・現金）・未払費用のみを

計上する報告書と位置づけることで，貸借対照表よりも現金有高が明細に表示されるよう

になっていったのである。

以上のことから，複会計制度が定着した理由は，配当額を上回る現金有高の存在をア

ピールするために，未収利息と未払費用を調整した現金額を明示することにあることが分

かる。実際，1838年前期の財務諸表における資本勘定の資本項目には，短期借入金が含め

られていなかったのに対し，1841年後期の財務諸表における資本勘定の資本項目には，全

ての借入金が含められていた。さらにこれより後の期の配当は，減資によって捻出された

資金によるものであった。つまりＬ＆Ｂ鉄道会社は，株主，特に恒久的な配当を望む株主

に対して，現金有高を立証する必要性があったのだと言える。
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５ Ｌ＆Ｂ鉄道会社における財務諸表

5.1 複会計制度の採用（1837年前期の会計報告書）

本節では，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の財務諸表の変遷を詳細にたどることで，当時の財政状態お

よびその財政状態のもとで行われた配当政策について考察していく。具体的には，Ｌ＆Ｂ

鉄道会社の貸借対照表様式の変更を指標とした上で，1837年から1845年までの９年（当時

の鉄道会社の会計期間は半年）を以下の５つの期間に区分して議論を行っていく。

1837年前期 複会計制度

1837年後期 単会計制度

1838年前期 複会計制度

1840年前期 単会計制度

1841年後期 複会計制度

まず本節では，1837年前期の財務諸表を検討することで，複会計制度がどのようなもの

なのかについて確認していく。

1837年前期におけるＬ＆Ｂ鉄道会社の会計報告書は，1837年６月30日に£1,000,000新

規資本調達の認可を受けたことを理由に作成されたものである。報告書からは，£100株

式を所有する既存株主に対する新規資本£25株式の割り当てを既存株主に承諾させるべく，

取締役が鉄道建設経過見積の正確性（鉄道建設の順調性）と鉄道事業の将来性をアピール

する様子を窺うことができる 。そして以下では，財務諸表を中心に報告書についての検
19

討を実施する。

Ｌ＆Ｂ鉄道会社が路線の一部を開通させたのが1837年７月であったことから，1837年前

期の財務諸表は，開通前の財政状態を表すものとなっている。財務諸表の種類は，収支一

般勘定（収支計算書），資本勘定，利益勘定（損益計算書），現金勘定の４種類である。

収支一般勘定は，会計期間における現金の収入と支出とを総括的に示したものである。資

本勘定は，払い込まれた資本とその資本によって購入した資産との釣り合いを表したもの

である。利益勘定は，サービスの提供と受給との差額を表したものである。最後に現金勘

定は，手許に残った現金の使途（どの銀行にどの程度預けたのか）を表したものとなって

いる。

資本勘定の残高£74,362 18 .8 .（現金を示す）と利益勘定の残高£4,434 8 .7 .（こs d d s

れも現金を示す）はともに現金勘定へ振り替られている。そして現金勘定の残高£78,797
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7 .3 .は，収支一般勘定の残高£78,797 7 .3 .と等しい。本稿では，このように資本勘d s d s

定の残高を別の報告書に振り替えること（ただし本稿では残高が現金のみであったとして

も流動項目区分の起源として捉える）をもって，複会計制度を採用していると考えること

にする。

1837年前期の経営成績は，受取利息£21,051 13 .4 .，支払利息£16,617 5 .9 .であs d s d

り（開通前の鉄道建設に関する費用はすべて資産として計上されている）および純利益

£4,434 8 .6 .が発生している。ただし開通前ということもあり，配当は宣言されていなs d

い。

他方において財政状態は，調達資金£3,170,717 2 .9 .（資本＋負債）が固定資産s d

£3,096,355を上回る状態となっている。さらに1837年6月30日に新規資本£1,000,000が

認可されている。

なおここで注意すべき点は，(図表５）より明らかなように，資本勘定の借方に資本，

貸方に資産が，また現金勘定の借方に現金がそれぞれ計上されていることから，英国式貸

借対照表の形式によって資本勘定および現金勘定が表示されていることである。

5.2 単会計制度の採用（1837年後期の会計報告書）

1837年後期の会計報告書において取締役は，乗客輸送だけでなく貨物輸送にも着手する

ことを宣言した。報告書からは，着手する際に問題となる会社の資金不足を明示するとと

もに，既存株主に対して資本の未払込分を払い込むことをアピールしている様子が窺える 。
20

1837年後期の財務諸表は，1837年７月開通以後最初に公表された財務諸表である。財務

諸表は，収支一般勘定，資本勘定（認可された資本と実際に払い込まれた資本との釣り合

いを示した計算書），株式勘定（のちの資本勘定），利益勘定の４種類から構成されてい

る。会計報告初期ということもあり，報告書の名前は不確定であるが，ここでの株式勘定

が固定資産と調達資金との釣り合いを示す（のちの）資本勘定に相当するものと考えられ

る。

利益勘定の残高£7,027 18 .が振り替られた後の株式勘定の現金£247,307 16 .4 .はs s d

収支一般勘定の残高に等しくなる。利益勘定の残高が株式勘定に振り替られていることか

らも明らかなように，株式勘定の残高はどこへも振り替られていない。このことから，

1837年後期の財務諸表は，単会計制度によって作成されていると考えられる。そして会社

は株式勘定の借方，すなわち利益勘定残高，未払込額，社債未発行分，現金有高の合計，
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をもって，将来的に鉄道建設に利用できる額を明示している。以上の手法によって取締役

は，既存株主に対して，将来的に支出可能な額を基礎とした工事の見積りを行っているこ

と，および今以上の株式の新規発行が1841年までできないことを理由に，資本を完済して

ほしいことをアピールしたのである。

さらに付け加えれば，1837年後期の経営成績は，運賃収入£17,884 10 .3 .が計上されs d

ているものの，この運賃収入と受取利息£23,999 4 .9 .との合計額が，支払利息£35,670s d

2 .4 .と営業費用£13,241 10 .8 .との合計額を下回っており，その結果，純損失£7,027s d s d

が計上されている。なおこのような純損失の状況は，前期の純利益£4,434を加算したと

しても変わらず，それゆえに配当は宣言されていない。

1837年後期の財政状態は，調達資金£4,554,030 1 .11 .が固定資産£4,299,696を上回s d

る状態となっている。ただし調達資金の額には，未払込額£20,887 10 .および社債未発s

行分£350,232 17 .3 .が含まれている。s d

さらに注意すべきは，ここでも株式勘定の借方に資本，貸方に資産が計上されているこ

と，すなわち英国式貸借対照表の形式によって株式勘定が表示されている点である（詳細

については（図表６）を参照）。

5.3 複会計制度の再採用（1838年前期の会計報告書）

Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，1838年後期に初めて配当を宣言するが，これに先駆けて1838年前期

から複会計制度を採用している。本節ではこの1838年前期の財務諸表について確認してい

く。

1838年前期の会計報告書では，取締役がさらなる資金不足を訴える様子を窺うことがで

きる。Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，借入によって株主による完済が進まない株式の未払込分を補い

始めた。これに伴い，将来的に支出可能な額が算定・明示できなくなったことから，現金

有高が明示されるようにになった 。
21

1838年前期の財務諸表は，車両に関する準備金が初めて設定された期の財務諸表である。

このため財務諸表は，収支一般勘定，資本勘定（認可された資本と実際に払い込まれた資

本の釣り合いを示した計算書），株式勘定（のちの資本勘定），準備金勘定，利益勘定，

現金残高によって構成されている。利益勘定の収益には減価償却費£16,812が賦課されて

おり，この減価償却費と同額の減価償却準備金が準備金勘定の貸方に計上されている。

株式勘定の残高£24,406 0 .9 .，準備金勘定の残高£5,500および利益勘定の残高s d
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£29,853 19 .3 .はすべて現金残高の貸方に振り替られていることから，1838年前期の財s d

務諸表が複会計制度によって作成されていることが分かる。

経営成績は，収益に対する費用の割合は0.55（前期と比べて0.62減）であり，運賃収入

の伸びから見て良好であると言える。ただし収益勘定における当期純利益£29,853 10 .d

3 .は，1837年７月開通以後の全運賃収入£83,232から全費用£53,377を差し引く形で計s

上されている。なお，全線が開通していないなどの理由から（1838年９月全線開通），当

期においても配当は宣言されていない。

1838年前期の財政状態は，調達資金£4,548,505 11 .11 .が固定資産£4,522,099を上s d

回る状態であるが，工事費の大幅な増加により，前期に比して手許現金£70,799 5 .4 .s d

が激減している（£176,808減）。

注意すべきは，これまで英国式貸借対照表の形式によって示されていた株式勘定および

残高勘定が非英国式貸借対照表に改められた点である。（図表７）より明らかなように，

株式勘定の借方には資産，貸方には資本および負債が，残高勘定の貸方には資本勘定の残

高および減価償却準備金が計上されていることから，当期より株主の立場に立脚した貸借

対照表が作成されるようになった 。
22

ではなぜＬ＆Ｂ鉄道会社は，財政が逼迫したこの時期に単会計制度を複会計制度へ移行

させたのであったのか。

固定資産への投資増大によって逼迫した財政状態は，複会計制度を採用したことによっ

て，つまり調達した資金のうち固定資産に充てられた額とそうでない額とを区別して公表

したことで，より一層明白なものとなっている。Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，固定資産への支出が

激増した1838年前期より複会計制度を採用した上で，残高勘定を独立させて公表している。

資本勘定を独立させた結果，固定資産に対して現在支出可能な額がわずか£26,406である

ことが資本勘定に明確に示されることとなった。さらに1838年後期には，一層逼迫した状

況，つまり資本勘定残高マイナス£40,696 11 .5 .を残高勘定の借方へ振り替えることで，s d

本来調達資金によって建設されるべき固定資産が借入金によって建設されているという状

況，言ってみれば資本不足の状況，が明白となっている。その後Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，こう

した資本不足の状況が続く1839年後期まで複会計制度を採用し続けるのである。

さらに，1837年前期における複会計制度と1838年前期における複会計制度とが，資本勘

定に資本項目に未払込額を含むか否かの点において異なっていた点については前述したと
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おりである。仮に未払込額を含む形で資本勘定の資本項目を公表すれば，資本勘定残高は

£26,406から£44,401へと増加する。以上のことから，どちらの資本勘定を公表する方が

資本不足をアピールするのに望ましいかについては明らかであろう。

上記にかかる１つの証拠として，会計報告書をもう少し詳しく確認することにする。

財政が逼迫した1837年において，株主に対して次のような追加出資の申し出がなされた。

「£100の株式を所有する機能資本家に対して£25の株式を割り当てる 」。しかし，株
23

主はこのような申し出を不服であるとしている。

「（議長に対する 卿の質問）報告書によれば，追加資本が要求されていLewin Monseley

るが，取締役は集めたもの（資金）をどのように処分するのか，あるいはどの程度必要と

しているのかを聞きたい」。「さらなる支出から発生する財産は，実際には拡大する利益

を受け取るであろうときにのみ必要とされるのであるが，この点についても意見を聞きた

い。もし問題が不適当かつ考えのないものであれば，取締役はこれについて答えることが

できないだろう。私の唯一の望みは，会社の経営問題について，隠し事はないのかという

ことである 」。
24

「（議長の回答）尊敬すべき株主によって議論の余地のある点が会議で知らされること

は，間違いなく正しいことだ。ただしその点については，依然として不確実な点が残る。

しかしながら£500,000の追加資本が必要であり，会社の資本を£5,000,000に増加させる

ことを述べるのにためらいはない。この資金を調達するために，そのうち時がくれば，再

度議会へ申請することが必要となるだろう。しかしながら，尊敬すべき株主は，この資金

を調達するための方法について，新規株式の発行によるのかあるいは社債の発行によるの

かといった質問を強いることはしないだろう 」。
25

「（ 卿の意見）取締役の答えには，賛成できないし，（それは）会社の事業にMoseley

とって有害であろう。答えてほしかったことは，会社の経営問題に関して何か隠し事はな

いのかということである 」。
26

「（議長の回答）どんな些細なことでも隠すつもりはない。現在の困難（なこと）とし
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ては，単に必要となる追加資本の正確な額（の算定）である。できるだけ早期に計算する

つもりであるが，おおよそ£500,000になるだろう。この資金の一部は，鉄道の駅を完成

させるためのもので，緊急に必要である。よってさしあたり，この資金は会社の預金残高

によって賄うつもりである。支出の主な増加は，駅の項目に関するものである。当初の見

積りにおいて，£70,000であったものが£700,000となっており，この超過額は考慮すべ

きものである。この点については，取締役にも株主にも責任はない。なぜなら適当な見積

りを行った経験がなかったからである」。

「（ の意見）会社に際限のない関心を持つ株主に対して，取締役は自身の意見Monseley

を尊重するために，全ての情報を提供するなどの好意ある行為をとるべきであろう 」。
27

さらに付け加えるならば，1837年後期の会計報告書において技師 は，「増大Stephenson

する支出が回避できないことを株主に認識させなければならない 」と述べている。取締
28

役も当初は「エンジン部門以外はすべて見積どおり 」であると述べた上で，株主に対す
29

る追加出資に反対であったにもかかわらず，その後「旅行シーズンを終えた今，鉄道輸送

は近辺の交通の便宜も考慮する必要がある。実際，（近辺の）輸送量は予想量を超えてい

る 」とした上で授権資本£1,000,000の追加を要求する立場に翻った 。この新規資本は，
30 31

追加出資に対する義務感を有していた既存株主に対して割り当てられたものと考えられる。

そしてこの追加的な新規資本払込み要求にあわせて，資本勘定が株主の疑問に答える形で

公表されたといえるのである。

（1985）は，複会計制度における資本勘定の機能について次のように主張してEdwards

いる。

「運河会社やこれに続く鉄道会社の経営者は，一般大衆より調達された資本がどのよう

に投資されたのかを示す資本勘定を公表することで受託責任に対する配慮を行った 」。
32

しかしながら，当時の資本勘定は，調達された資本の使途のみならず資本不足を明示す

るためにも利用されており，このことが資本勘定の採用，つまりが複会計制度採用の大き

な理由となったことは前述したとおりである。つまり資本勘定の公表は，単に受託責任を

遂行していることを証明する機能だけでなく，購入した資産に比して調達した資金が不足

しているという事実を示すことで，既存株主から追加出資を促す機能も有していたのであ

る。
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5.4 単会計制度の再採用（1840年前期の会計報告書）

1838年からの逼迫した財政状態は，1839年６月に新規資本£1,000,000の認可を受けた

後，徐々に回復し，1840年には調達資金が固定資産を上回るようになった。また当期より，

当期純利益に準備金を調整した額を基礎とした配当が行われるようになった 。そしてＬ
33

＆Ｂ鉄道会社の財務諸表は，こうした財政状態の回復と配当源泉の移行にあわせるように，

複会計制度から単会計制度へと移行するのである。

1840年前期の財務諸表は，資本報告書，収支一般勘定，株式資本勘定（のちの資本勘

定），収益勘定，貸借対照表によって構成されている。資本諸表は，借方に認可を受けた

資本額を，貸方に新規資本の調達を許可した個別法（の名称）を列挙したものである。

株式資本勘定の残高が振り替られない一方，他方において，収益勘定の残高は貸借対照

表に振り替られている。この貸借対照表は，全ての固定項目および流動項目を公表したも

のであり，これまでの残高表とは異なり，従来の貸借対照表と同様の役割を果すものであ

る。

1840年前期の経営成績は，収益に対する費用の割合が前の期と比較して0.03増の0.61で

あることから，良好とはいえない。しかしながらＬ＆Ｂ鉄道会社は，当期純利益£134,177

5 .1 .を上回る£155,000の配当を宣言している。「当期純利益にこれまで積み立ててきs d

た準備金を加味して配当を行う 」。つまり1840年前期の配当は，当期純利益に減価償却
34

準備金を加味した額を基礎に宣言されたのである。

そしてＬ＆Ｂ鉄道会社は，配当源泉を当期純利益に前期の未処分利益を加えた額から，

当期純利益に減価償却準備金を調整した額へと移行させると同時に，配当利益計算を行う

計算書を収益勘定から貸借対照表へと移行させた。さらに当期より収益勘定は，前期の未

処分利益を計上せずに当期純利益のみを計上するいわゆる損益計算書へと変化した。

ここで注意すべきは，貸借対照表が固定資産配列法に従って列挙されていること，そし

て当期より貸借対照表の形式が大陸式貸借対照表から英国式貸借対照表へと変更された理

由についてである。また（図表７）より明らかなように，当該期の配当は貸方残高から行

われている。

ではなぜ，Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，この時期に複会計制度から単会計制度へと移行したので

あろうか。

最初に考えられる理由として，資本払込が増加したことにより，資本勘定貸方残高が
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1839年後期の£148,763から1840年後期には£22,310にまで減少したことがあげられる。

同時に短期借入金の資本もしくは長期借入金への変更も考えられる。資本が充実したこと

から，固定資産が調達資金を上回っていること，すなわち短期借入金で不足分を補ってい

ること，を明示する必要がなくなったと予想されるのである。

また一方で配当源泉を当期純利益に前期の配当後収益勘定残高から当期純利益に準備金

を調整した額へと移行させたことによって，配当計算を収益勘定から貸借対照表に移行し

なければならなくなった。これに伴い，残高表を貸借対照表に改めた上で，配当が貸方か

らの配当を行えるような英国式貸借対照表を採用するようになったと考えられる。

5.5 複会計制度の定着（1841年後期の会計報告書）

1841年後期における，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の財務諸表は，準備金取り崩しおよび自己株式売

却による配当捻出にあわせるように，再び複会計制度へと移行する。本節では，準備金が

取り崩された1841年後期の財務諸表を確認していく 。
35

1841年後期の財務諸表は，収支一般勘定，株式資本勘定，収益勘定，貸借対照表（のち

の一般貸借対照表）から構成されている。財務諸表を構成する計算書の種類は，単会計制

度を採用していたとき（1840年前期から1841年前期）と同じであるが，株式資本勘定の残

高£71,859 3 .および収益勘定の残高£227,824 11 .6 .6 .が，貸借対照表の借方に振りd s d d

替られていることから，複会計制度を採用していることがわかる。

1841年の経営成績は，収益に対する費用の割合は0.48であり，かつこれは前期と比べて

0.05減となっていることから，良好であったといえる。配当£227,967は，収益£435,534

18 .3 .から費用£207,710を差し引いた当期純利益£227,824 11 .6 .に前期の未処分利s d s d

益£4,117 4 .を加えた額を超えない範囲で宣言されている。s

1841年後期の財政状態も悪くはない。株式資本勘定の残高£71,859は前期に比べて£33,704

減であり，現金£294,650も前期に比べて£11,588減となっているものの，その減少幅は

さほど大きくない。（図表９）より明らかなように，Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，1841年後期以降，

払込資本と社債による借入額が固定資産を超えることはなく，資産負債比率も改善されて

いく 。
36

ではＬ＆Ｂ鉄道会社が，1841年後期に単会計制度から複会計制度へと移行したのはなぜ

であろうか。
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上記問題を考えるにあたっては，固定資産が資本市場からの調達資金を上回った1838年

前期における単会計制度から複会計制度へ移行と，資本勘定上の資金に余裕があり，負債

資産比率も改善し始めた1841後期における単会計制度から複会計制度への移行とは区別し

なければならない。

1841年後期におけるＬ＆Ｂ鉄道会社の最重要事項は，1840年における政府証券利率上昇

に見合った配当率の上昇であったと考えられる。政府証券利率の上昇に見合った配当率を

維持するためには，当期純利益を超えた配当の実施が不可欠であった。このような背景に

より，Ｌ＆Ｂ鉄道会社は自己株式売却によって獲得した利益を加算した額を基礎として配

当を行うことになったのである。ただし当期純利益を超えて配当を実施するためには，配

当額の裏づけ，つまりは配当額を超える現金の明示が必至となった。すなわち配当を支払

うことができるという証明の必要性である。鉄道を職業上必要とした上で，恒久的な配当

を望む株主にこの事実を示すため，資本株式勘定残高と配当に充てることのできる現金

（現金から未払費用を控除した額）とを区別して公表するようになった。

上に述べたことの証拠として，1841年後期の財務諸表をもう少し詳しく確認する。

単会計制度から複会計制度へ移行した1841年後期の財務諸表には，新£32株式の売却に

よって得た利益を配当原資に充てる予定であることが記載されている。「もし株式の（追

加）払込が完了したならば，その５％を株主に割り当てることを約束する 」。実際，
37

1842年前期の財務諸表には，当期純利益に新£32株式の売却によって得た利益を加算した

額を基礎として，配当を行うことが記載されている。

「商業恐慌によって収入は期待したほどには増加しなかった。報告書は，それを表して

いる。ただし，収入は期待したほどには増加しなかったが，報告書［の数字］はあなた

［株主］が賛同する配当を提案するには十分でないが，依然として利益を発生させる別の

源泉がある。つまり株主に割り当てられていない株式を売却することで実現する利益であ

る。私はこの（配当）宣言に確証をもたせることができる。あなた方の取締役は，［あな

たに］実現不可能な期待をもたせることはしない 」。
38



－19－

６ 結 語

本稿では，複会計制度の起源として考えられるＬ＆Ｂ鉄道会社の会計報告制度が，複会

計制度の採用および廃止の繰り返しであったことを確認した。Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，Ｌ＆Ｎ

Ｗ鉄道会社として再編されるまでの間に２度複会計制度に舞い戻るのである。

ただし最初の複会計制度と一度目に戻ったときの複会計制度とは，前者が未払込額を含

むのに対して後者はそれを含まない点で違いがあり，このことから別の目的が存在したと

考えることができる。未払込額を含む最初の複会計制度の資本勘定残高が鉄道建設の順調

さを明示するものであったのに対して，未払込額を含まない複会計制度の資本勘定残高は，

資本不足を明示するものであった。これより，一度目に複会計制度へ戻った理由は，既存

株主からの払込を促進させるためであったと考えられる。

一方，一度目に複会計制度へ戻ったときと，複会計制度を定着させたときについても，

前者は一般貸借対照表に短期借入金を含むのに対して後者はそれを含まない点で違いがあ

り，このことから別の目的が存在したと考えることができる。短期借入金を含まない複会

計制度は，短期借入金を含む一般貸借対照表に比して，より一層現金有高を立証するもの

となっていた。これより，減資によって当期純利益を超える配当の支払が可能であること

の保証を与えたのである。当時の配当が現金で支払われたことを考慮すれば，現金を明示

することの重要性は言うまでもないことである。

開通前から現在のような完全な形で財務諸表を公開していたＬ＆Ｂ鉄道会社は，蛸配当

を行うことができなかった。したがって，配当前に複会計制度を採用した理由は，蛸配当

を阻止するため，すなわち受託責任を証明するためという （1985）の主張よりも，Edwards

むしろ固定資産の額が株主からの払込額を超えているという状況を株主に伝えることで，

その後の資金調達を促進させることが目的であったと考える方が適当である。

さらに，その後単会計制度に移行した後，再び複会計制度が採用されかつそれが定着し

た理由としては，固定項目と流動項目との区別が単会計制度でも実施されていたことを考

慮すれば，固定資産と流動資産を区別するために複会計制度が採用されたと考えるよりも，

むしろ当期純利益を超えた配当を行うにあたって，株主に対して，配当に充てることので

きる現金有高を証明するためであったと考える方が適当である。証拠として，短期借入金

を一般貸借対照表に移動させてしまうと，固定資産が資本と社債の総額を超えてしまうこ

とをあげることができる。なぜなら，固定資産の方が大きい場合には，配当額を上回る現
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金有高が明示できず，結果として，減資による当期純利益を超えた配当支払を保証するこ

とにならないからである。

以上のことから，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の会計報告制度は，資本不足を明示するために，ある

いは 高配当を維持するために，減資によって捻出した配当の現金支払を保証するために，

変化したものと言える。そしてこのような資本不足を明示することおよび高配当を実施す

ることは，資金調達の促進を目的とするものであったと考えられる 。
39
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図表２ Ｌ＆Ｂの収益に対する費用の割合

収 益 費 用 費用／収益

1837年前期 21,051 16,617 0.79

1837年後期 41,883 48,911 1.17

1838年前期 66,478 36,622 0.55

1838年後期 234,231 117,773 0.50

1839年前期 277,798 165,685 0.60

1839年後期 346,072 200,517 0.58

1840年前期 345,582 210,805 0.61

1840年後期 405,964 219,275 0.54

1841年前期 382,452 201,171 0.53

1841年後期 435,534 207,710 0.48

1842年前期 393,196 186,165 0.47

1842年後期 426,679 187,167 0.44

1843年前期 389,658 165,734 0.43

1843年後期 436,861 176,233 0.40

1844年前期 409,401 167,723 0.41

1844年後期 456,447 182,543 0.40

1845年前期 449,247 189,282 0.42

1845年後期 452,881 192,916 0.43

1110 260.quoted in Public Record Office RAIL /

図表３ Ｌ＆Ｂにおける配当源泉の変化

配当額 当期純利益 利益（１) 利益（２) 利益（３)
1837年前期 0 4,434 4,434
1837年後期 0 －7,028 －2,594
1838年前期 0 29,856 27,262 35,356 27,262
1838年後期 109,375 116,458 116,458 133,270 116,458
1839年前期 109,375 112,113 119,196 142,925 119,196
1839年後期 145,000 145,555 155,376 197,982 155,376
1840年前期 155,000 134,177 144,553 176,783 144,553
1840年後期 155,000 186,689 176,242 243,839 176,242
1841年前期 198,406 181,281 202,523 253,071 202,523
1841年後期 227,981 227,824 231,941 227,824 231,941
1842年前期 242,431 207,031 210,991 207,031 242,259
1842年後期 242,445 239,512 239,340 239,512 248,816
1843年前期 242,732 223,924 230,295 223,924 241,853
1843年後期 242,744 260,628 259,749 260,628 259,749
1844年前期 242,748 241,678 258,683 241,678 258,683
1844年後期 242,748 273,904 289,839 273,904 289,839
1845年前期 242,751 259,965 307,056 259,965 307,056
1845年後期 270,253 318,153 382,458 318,153 382,458

利益（１）…当期純利益＋前期の未処分利益
利益（２）…当期純利益＋準備金
利益（３）…処分可能利益（未処分利益＋特別利益）

配当の基礎となる額

ただし1841年前期の予定配当額は£198,407
ただし1841年後期の予定配当額は£227,967

1110 260.quoted in Public Record Office RAIL /
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図表４ Ｌ＆Ｂにおける配当率の推移とコンソル債における利子率の推移

配当額 配当率 コンソル債の
利子率

£100株式あたり （％） （％）

1837年前期 配当なし － 3.3

1837年後期 配当なし － 3.3

1838年前期 配当なし － 3.75

1838年後期 £3.10 . 3.5 3.75s

1839年前期 £3.10 . 3.5 4s

1839年後期 £4 4 4

1840年前期 £4 4 4.5

1840年後期 £4 4 4.5

1841年前期 £4.5 . 4.25 5s

1841年後期 £4.15 . 4.75 5s

1842年前期 £5 5 5

1842年後期 £5 5 5

1843年前期 £5 5 5

1843年後期 £5 5 5

1844年前期 £5 5 5

1844年後期 £5 5 5

1845年前期 £5 5 5

1845年後期 £5 5 5

1110 260quoted in Public Record Office RAIL /

（1969) .275－279.and Morgan pp
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図表５ Ｌ＆Ｂにおける1837年前期の財務諸表

１ポンド 20 シリング（ ）s
１シリング 12 ペンス（ ）d

1837年前期

項 目 £ s. d.

収支一般勘定

収入
株式払込額 2,085,448 5 11
株式に関する前受金 25,995 2 0
社債 1,045,717 2 9
違約金（受取分） 1,505 0 0
土地売却受取地代 1,352 10 8
大蔵省証券受取利息 18,788 0 9
未払込額に関する受取利息 2,263 13 7

3,181,069 15 8

支出
法人各取得費用 72,868 18 10
土地と補償費 601,010 3 1
不動産譲渡証書作成費 6,328 3 4
工場関係費 2,269,329 1 8
エンジンと客車 29,747 4 4
技術工学費 61,171 11 0
法務費 5,360 2 2
広告費 2,820 5 8
管理費 8,691 2 6
事務費 16,801 6 5
その他旅費など 6,963 1 8
社債の支払利息 16,617 5 9
通信費 4,564 2 0

3,102,272 8 5
差引 78,797 7 3

資本株式勘定

資本
発行価額

£85（£100のうち）の払込 2,500,000 2,125,000 0 0
£25の払込 625,000
社債 1,375,000 1,045,717 2 9

3,170,717 2 9
資産
鉄道工事・駅工事 2,269,329 1 8
違約金 －1,505 0 0
蒸気機関車と客車 29,747 4 4
土地と補償費 601,010 3 1
〈土地売却,支払地代〉 －1,352 －10 －8
雑費 185,568 13 7
株式未払込額 13,556 12 1

現金 74,362 18 8
3,170,717 2 9

利益勘定

受取利息
大蔵省証券受取利息 18,788 0 9
株式未払込額に関する受取利息 2,263 13 7

21,051 14 4

支払利息 16,617 5 9

現金 4,434 8 7
21,051 14 4

現金勘定

資本勘定残高 74,362 18 8
利益勘定残高 4,434 8 7

78,797 7 3

ロンドン支店（銀行） 41,535 4 4
バーミンガム支店（銀行） 37,264 2 11

78,797 7 3

1110 260，1837．quoted in Public Record Office RAIL /
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図表６ Ｌ＆Ｂにおける1837年後期の財務諸表

１ポンド 20 シリング（ｓ）

１シリング 12 ペンス（ｄ）

1837年後期

項 目 £ s. d.

収支一般勘定

収入
株式払込額 2,354,112 10 0
抵当権付借入（社債） 1,774,767 2 9
前受金 54,030 2 0

土地売却受取地代 1,436 2 11
違約金（受取分） 2,591 0 0
失効株 315 15 11
大蔵証券受取利息 21,025 2 5
株式未払込額に関する受取利息 2,974 2 4
乗合馬車（運賃） 17,884 10 3

4,229,136 8 7

支出
法人各取得費用 72,868 18 10
土地と補償費 612,084 1 5
不動産譲渡証書作成費 10,198 16 7
工場関係費 3,011,346 5 2
エンジン 19,866 17 11
客車 80,703 3 1
技師工学費 70,197 1 9
法務費 5,360 2 2
広告費 3,548 11 1
管理費 9,891 2 6
事務費 19,244 19 4
雑費その他 9,748 2 9
社債の支払利息 35,670 2 4
通信費（収入印紙） 7,858 16 8
機関車，貨車，保安関係支出 13,241 10 8
現金残高 4,247,307 16 4

4,229,136 8 7

資本勘定（ )capital
予定額
£100株式の払込額 2,500,000 0 0
£25株式の払込額 625,000 0 0
社債 1,375,000 0 0

4,500,000 0 0
発行価格
£100株式に関する£90払込 2,250,000 0 0
£25株式に関する£5払込 125,000 0 0
運賃の抵当権付き借入 1,000,000 0 0
社債 774,767 2 9

残高（未払込） 350,232 17 3

4,500,000 0 0

資本勘定（ )stock
資本

株式払込額 2,375,000 0 0
社債借入金 2,125,000 0 0
株主からの前受金 54,030 2 0

4,554,030 2 0

資産
土地と保障費 612,084 1 5
道路と駅に関する工場関係費 3,011,346 5 2
エンジンと炭水車 19,866 17 11
客車，貨車，軌道 80,703 3 1
雑費 208,916 11 8
〈その他受取額〉 －4,342 －18 －10

利益勘定の残高 7,027 18 0
未払込の株式 20,887 10 0
未発行社債 350,232 17 3

現金 247,307 16 4
4,554,030 2 0

利益勘定

利益
大蔵省証券受取利息･受取利息 23,999 4 9
受取運賃 17,884 10 3

残高 7,027 18 0
48,911 13 0

支払利息 35,670 2 4
機関車，客車，保安費 13,241 10 8

48,911 13 0

1110 260，1837．quoted in Public Record Office RAIL /
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図表７ Ｌ＆Ｂにおける1838年前期の財務諸表

１ポンド 20 シリング（ｓ）

１シリング 12 ペンス（ｄ）

1838年前期

項 目 £ s. d.

収支一般勘定

収入
払込額 2,363,005 10 0
社債借入金 2,119,000 0 0
その他 66,500 2 0

土地・器具再売却 1,671 5 11
違約金(受取分） 2,320 0 0
失効株 315 15 11
大蔵証券受取利息 23,852 17 10
株式未払込に関する受取利息 3,298 0 10
人・家畜・小包運賃収入 83,233 15 2

4,663,197 7 8

支出
法人各取得費用 72,868 18 10
土地と補償費 622,507 3 10
不動産譲渡証書作成費 10,755 12 9
道路と駅の工場関係費 3,465,065 18 8
エンジンと炭水車 46,091 8 10
客車・貨車・軌道など 109,710 6 0
倉庫（コークス倉庫） 3,000 0 0
倉庫（馬車置場） 2,000 0 0
技術工学費 80,887 3 2
法務費 7,804 7 7
広告費 4,457 10 1
管理費 11,091 2 6
事務費 23,050 16 8
その他（旅費含む） 12,806 17 8
通信費（収入印紙） 9,770 4 2
支払利息 71,690 1 0
機関車燃料（エンジンと炭水社の修繕費含む) 15,533 10 3
客車運送関係費（修繕費含む） 23,607 0 4
現金残高 70,499 5 4

4,663,197 7 8

資本勘定（ )capital
実払込額
£100株式に関する£90払込 2,250,000 0 0
£25株式に関する£５払込 125,000 0 0
〈未払込金〉 －11,994 －10 0

運賃という抵当権付きの社債借入金 1,000,000 0 0
手形借入金 1,119,000 0 0
残高 17,994 10 0

4,500,000 0 0

予定払込額
£100株式の払込額 2,500,000 0 0
£25株式の払込額 625,000 0 0
抵当権付き借入金 1,375,000 0 0

4,500,000 0 0

資本勘定（ )stock
資産
土地と保障費 622,507 3 10
工場費 3,465,065 18 8
エンジンと炭水車 46,091 8 10
客車，貨車，トラック 109,710 6 0
石炭とコークスの在庫倉庫 3,000 0 0
馬車置場倉庫 2,000 0 0
その他支出 233,492 13 5
〈その他収入〉 －4,307 －1 －10

支払利息（建設利息） 71,690 1 0
〈株式未払込に関する受取利息〉 －27,150 －18 －8

現金残高 26,406 0 9
4,548,505 12 0

資本
株式払込額 2,363,005 10 0
社債借入金 2,119,000 0 0
借入金 66,500 2 0

4,548,505 12 0

準備金勘定

現金残高 5,500 0 0

蒸気機関車の減価償却に関する利益勘定 3,500 0 0
客車車両の減価償却における利益勘定 2,000 0 0

5,500 0 0

利益勘定

1837年12月31日迄の費用 11,977 11 11
1838年４月８日迄の費用 6,548 19 4
1838年６月30日迄の費用 12,597 18 8
車両の減価償却における準備金 5,500 0 0

現金残高 29,853 19 3
66,478 15 2

乗客，小包，家畜運賃収入（12月31日迄分） 17,884 10 3
乗客，小包，家畜運賃収入（４月８日迄分） 7,271 13 2
乗客，小包，家畜運賃収入（６月30日迄分） 58,077 11 9
〈中間道路乗合馬車使用料〉 －16,755 0 0

66,478 15 2

現金残高

残高（一般勘定残高） 70,499 5 4

株式勘定（ ） 26,406 0 0stock
準備金勘定 5,500 0 0
利益勘定 29,853 19 3
中間乗合馬車使用料未払金 8,739 5 4

70,499 5 4

1110 260，1838．quoted in Public Record Office RAIL /
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図表８ Ｌ＆Ｂにおける1840年前期の財務諸表
１ポンド 20 シリング（ｓ）

１シリング 12 ペンス（ｄ）

1840年前期

項 目 £ s. d.

資本報告書

（1840年６月30日株式以下詳細）
£100株式25,000枚 予定額25,000ポンド

実際90ポンド払込額 2,250,000 0 0
£25株式25,000枚 予定額625,000ポンド

実際5ポンド払込額 125,000 0 0
£32株式31,250枚 予定額1,000,000ポンド

実際16ポンド払込額 750,000 0 0
（社債以下詳細）
抵当権付借入 3 . . .36. 835,000 0 0Wm IV Cap

5 6 . . .56. 165,000 0 0& Wm IV Cap
1 , .64. 375,000 0 0Vivtoria cap

£100株式と£25株式に関して発行されていない株式の保証金 750,000 0 0
£32株式のうち払い込まれていない£16 250,000 0 0

5,500,000 0 0

1833 6. 3 . .56 3,335,000 0 0May BytheamountwhichtheCompanyareempoweredtocreatebyActof WilliamIV Cap
1835 3. 5 6 . .56. 165,000 0 0July BytheamountwhichtheCompanyareempoweredtocreatebyActof & WilliamIV Cap
1837 30. 1 , .64. 1,000,000 0 0June BytheamountwhichtheCompanyareempoweredtocreatebyActof Victoria cap
1839 14. 2 , .39. 1,000,000 0 0June BytheamountwhichtheCompanyareempoweredtocreatebyActof Victoria cap

5,500,000 0 0

収支一般勘定

収入
1839年12月31日残高 57,360 18 8
現金受取額 584,761 15 6

642,122 14 2
支出
現金支払額 463,171 17 8

（現金勘定残高以下詳細）
郵便貯金 2,000 0 0
手許有高 176,950 16 6

642,122 14 2

株式勘定（ )stockorcapitalaccount

資産
土地と補償費 706,152 5 2
道路と駅の工場関係費 4,287,646 18 10
機関車部門（エンジン，炭水車，工作機械，備品） 146,910 5 11
運送部門（客車，軌道，馬匹運送車，貨車，クレーンなど） 189,187 4 5
法人各取得費 72,868 18 10
法務費，不動産譲渡証明書，工場費，広告寮， ，事務費，給料その他 164,560 4 8Direction
事務弁護士における未収手形 3,422 19 3
1838年９月17日以前の支払利息（建設利息） 127,493 0 6
社債費用 133 7 0

5,698,375 4 7
資本
£100株式払込 2,249,820 0 0
£25株式払込 124,975 0 0
£32株式払込 741,735 8 8
社債借入金 2,125,000 0 0
手形借入金 319,744 6 4
信用借入金 111,156 5 4
その他（失効株売却） 3,633 6 5

残高 22,310 17 10

5,698,375 4 7

収益勘定

（軌道維持費）
９月17日からのスリップを含む６か月契約分の修繕費 35,595 2 2
（機関車勘定以下詳細）
給料，賃金，石炭，コークス，石油，油脂，廃石，その他副次的な費用
エンジンと炭水車全ての修繕費， 36,489 9 9
幾つかの駅のポンプ輸送エンジンに関する費用
ユーストンとカムデン駅間を走る静止エンジンと機械に伴う費用 1,268 3 0
（保安勘定）
賃金と制服 6,177 19 5
（客車勘定）
給料，ガードマンと運搬人の服，ガス，石油，油脂，在庫 15,567 11 2
事故勘定 1,154 10 6
客車修繕費 11,689 4 9
（商品部門）
給料，賃金，副次的費用 1,608 6 6
貨車修繕費 1,544 2 9
（倉庫部門）
支払給料含む 1,080 19 8
（一般関係費以下詳細）
法人各取得費 205 19 4
広告料 556 18 4
管理費 1,200 0 0
事務費 4,100 7 2
その他(旅費含む） 1,187 17 9
地方税と租税 7,910 17 3
マイレージ税 11,241 1 7
（機関車と運送車輌減価償却費）
これまでの準備金57,150ポンド実際原価の5 に等しい 14,544 0 0%
支払利息 57,032 10 6
アイリスバリー鉄道6ヶ月レント代 1,250 0 0

残高 134,177 5 1
345,582 6 8

1839年12月31日収益残高 145,555 5 9
（1840年２月７日株式総会で宣言された配当額）
〈£100株式：£4配当，£25株式；£1配当，£32株式；12 .9.06 .〉 －145,000 0 0s d

受取地代 1,832 13 1
（運賃収入）
乗客 250,781 18 0
郵便 7,285 9 1
馬，小荷物，犬 15,509 7 6
小包 20,304 8 1
商品 47,920 16 8
家畜 1,392 8 6

345,582 6 8

貸借対照表

株式払込額 3,125,000 0 0
失効株 3,633 6 5
（借入金以下詳細）
支払を約束した手形借入金 2,125,000 0 0
株主からの借入金 430,900 11 8
未払費用 17,835 18 6
未払利息 56,200 8 9
準備金 57,150 0 0

６月30日収益勘定残高 134,177 5 1
5,949,897 10 5

未払込資本 8,469 11 4
土地と補償費，道路，駅の工場関係費 5,362,277 14 3
機関車エンジン，運送車両 336,097 10 4
倉庫勘定 44,668 8 7
未収収益 19,433 9 5
現金 178,950 16 6

5,949,897 10 5

1110 260，1840．quoted in Public Record Office RAIL /
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図表９ Ｌ＆Ｂにおける1841年後期の財務諸表

１ポンド 20 シリング（ｓ）

１シリング 12 ペンス（ｄ）

1841年後期

項 目 £ s. d.

収支一般勘定

収入
1841年６月30日残高 306,239 10 2
現金受取額以下詳細
（資本勘定残高） 5,500 6 3
（準備金勘定残高） 435,587 3 3

747,326 19 8
支出
（現金支払額以下詳細）
資本勘定の土地，工場 35,198 19 2
運搬車輌，機関車 708 10 0
運搬車輌，客車車輌 15,807 5 2
土地，馬の財産 16,677 14 5
収益勘定（配当額含む） 384,275 7 2
郵便貯金 2,000 0 0
貸付金 135,000 0 0
大蔵省証券 106,038 3 3
現金手許有高 51,621 0 6

747,326 19 8

株式勘定（ )Statementofthestockorcapitalaccount
資産
土地と補償費，道路と駅の工場関係費，６月30日申請の全ての付随費用 5,452,149 9 1
６月30日から12月31日迄の半年間に予想される費用
土地と不動産譲渡証明書，工場費，新しい ，駅舎 35,198 19 2sliding
（運送車輌以下詳細）
1841年６月30日までの蒸気機関車の総原価 164,486 5 10
1841年６月30日までの客車，貨車の総原価 198,203 14 4
半年ごとの減価償却のための引当金
〈1838年６月30日〉 －5,500 0 0
〈1838年12月31日〉 －11,312 0 0
〈1839年６月30日〉 －14,000 0 0
〈1839年12月31日〉 －11,794 0 0
〈1840年６月30日〉 －14,544 0 0
〈1840年12月31日〉 －14,640 0 0
〈1841年６月30日〉 －14,545 0 0
〈1841年12月31日〉 －14,643 0 0

機関車についての予想される費用 708 10 0
運搬車輌のうち新しい客車と貨車の増加した数 15,807 5 2

（会社の財産以下詳細）
地代を発生させる土地，建物，６月30日に提示された見積価格 50,000 0 0
馬，建設中の小屋について６月30日から12月31日までに予想される支払 16,677 14 5

残高 71,859 0 3
5,904,112 18 3

資本
£100株式払込 2,249,937 10 9
£25株式払込 126,235 0 0
（旧）£32株式払込 991,764 14 6
（新）£32株式払込 81,766 9 9
社債借入金 2,125,000 0 0
手形借入金 182,844 6 4
〈７月１日から12月31日に返済された額〉 29,190 0 0-
払込予定の株主からの借金 166,193 11 4
準備された新£32株式に関して実現したプレミアム 9,561 5 7

5,904,112 18 3

収益勘定

軌道維持費 24,300 4 6
機関車動力 44,329 4 4
（保安費以下詳細）
賃金 5,339 9 9
制服 498 4 8
信号，旗，ランプ，石油 361 14 3
輸送部門 15,641 19 0
客車修繕費 10,883 2 6
（倉庫勘定以下詳細）
給料，賃金，付随費用，馬，貸借代，商品置場のガス代，
倉庫，事故における保証，損失 1,850 15 4
貨車修繕費 2,274 15 1
倉庫勘定（給料，賃金，支払） 1,041 0 11
（一般関係費以下詳細）
法人費 152 19 3
広告料 104 2 6
管理費 1,200 0 0
事務費，書記，及び監督の給料，及び各部門の支払 3,899 9 8
その他（旅費含む） 1,065 3 11
協会区税 7,598 3 0
乗客のマイレージにおける国税
（乗客運賃あたりに４ポンド12シリング９ペンス 14,143 17 0
機関車，運送車輌減価償却費 14,643 0 0
1842年１月15日までの６ヶ月の支払利息 57,133 1 2
アイリスバリー鉄道６ヶ月レント代 1,250 0 0

残高 227,824 11 6
435,534 18 4

運賃 299,506 1 11
郵便 7,314 19 2
馬，手荷物，犬 18,359 14 0
小包（払い戻された額を除く） 27,704 7 10
商品 69,102 9 10
家畜 7,035 10 6

預金の受取利息，大蔵省証券の受取利息，株式未払込に関する受取利 4,195 14 8
土地と建物に関する受取地代，家賃の見積り 2,316 0 5

435,534 18 4

貸借対照表

資本勘定残高 71,859 0 3
未払利息(上記の６ヶ月借入に伴う未払利息を含む） 69,477 0 1
（処分可能残高）
1841年６月30日の，配当支払後の収益残高 4,117 4 0
1841年12月31日の収益残高 227,824 11 6

373,277 15 10

資産勘定と，手許にある在庫 52,394 2 8
未収収益 26,224 9 5
現金 294,659 3 9

373,277 15 10

1110 260,1841.quotedinPublicRecordOfficeRAIL /
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注

１） （1907） .132.Dicksee p
２） （1986 ） .Edwards a Introduction
３）3 . 4, .36, .148（ （1986 ） .４－５）．Will c s quoted in Edwards a pp
４） （1985） .28－29.Edwards pp
５） （1985） .29.Edwards p
６） （1985） .41－42.Edwards pp
７）他に複会計制度の生成，普及に関する研究として，村田（1995）があげられる。

なお村田（1995）は，資本勘定に損益計算書やその他の報告書が加わったものを複会計制度と定

義した上で，次のような主張を展開している。

「運河会社では，運河の建設が完了した場合，当該会社は輸送営業を行わず，通路を提供し通行

料をとるという形態であった。この流れを受け， 鉄道でも財務部門と営業London and Birmingham
部門ははっきりと分割され，それが資本勘定と収益勘定という形で投影されていたのである」（村

田（1995） 136頁）。さらに，複会計制度の必要性についても次のように述べている。「機能資本

家を擁護するために，資本と利益の区別の重要性を認識させ，資本取引と収益取引を厳密に区分す

る会計システムが必要となった」（村田（1995）139頁）。

８） （1985） .30.Edwards p
９）湯沢（1988）76－79頁。

10）湯沢（1988）76頁。

11）湯沢（1988）76－79頁。

12）湯沢（1988）79頁。

13） 1110 260.Public Record Office RAIL /
14） （1986 ） .251.Edwards b p
15） 1110 260.Public Record Office RAIL /
16）その他にも社債発行や借入金などから資金を調達している。

17） （1850） .116.Lardner p
18） （1918） .156； （1985） .118.Wang p Lardner p

Director Proprie-19）会計報告書からは，1837年８月18日に開かれた株主総会において， （取締役）が

（株主）に対して 鉄道会社の現状を説明する様子が窺える。以下は1837年前期の会計報告tor L&B
書の概要である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社の株主総会が，個別法の規定に基づき，1837年８月18日， におDees Royal Hotel
いて開催されたこと。

・鉄道事業の将来性について。取締役は，株主に対して，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の工事が順調であること

を延べ，さらに開通１ヶ月経過後の運送量を明らかにすることで，鉄道事業が市民の輸送手段と

して十分に機能していることを主張している。

・工事の進行状況について。取締役は，技師から昼間の輸送業務に関する工事が，残り１ヶ月ほど
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で完成する旨の確認を得ている。

・株主への情報提供について。事業の将来は，Ｌ＆Ｂ鉄道の全工事の完了にかかっていることから，

有力株主に対する詳細な情報の伝達が不可欠であるとしている。株主が技師による見積りを要求

していることから，取締役は，訂正した見積りを技師に提出させることを約束している。

・これまでの資金調達について。取締役は，Ｌ＆Ｂ鉄道会社の全工事を現状の資本で行うつもりで

あったこと，あるいは仮にさらなる支出が必要な場合であっても，確実に収益が獲得できるよう

になってから，つまり株主がさらなる支出に応じる状況になってから，追加出資を要求するつも

りであったことを主張している。

・当期の収入見積り。開通したことにより，収益の見積りが確実にできるようになった。

・資金調達の必要性。確実な収益が見込めるようになったことおよびライバル会社の出現を理由

に，取締役は政府によって£1,000,000の追加出資が認可されたこと，およびそのうち£625,000

については，先日の臨時株主総会で決定されたように，£100株式を所有する株主に対して£25

ずつを割り当てるつもりであることを宣言した。同時に払込の時期に関係なく，新規の£25株式

に対して，£100株式と同率の配当の実施が約束されている。この新規払込が完済することで，

財務諸表における資本勘定から算出される余剰資金は£1,329,282となり，その金額は，（添付

された報告書に示された）今後の支出見積り£1,313,698にほぼ等しくなる。

・財務諸表（一般収支計算書，資本勘定，利益勘定，現金勘定）。

Public Record Office・鉄道を完成させるために必要な資金の見積りと，鉄道完成時期の見積り（

1110 260, 1837）。RAIL /

20）この会計報告書からも，1838年２月21日に開かれた株主総会において，取締役が株主に対してＬ

＆Ｂ鉄道会社の現状を説明する様子が窺える。以下は1837年後期の会計報告書の概要である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社の株主総会が，個別法の規定に基づき，1838年２月21日， におDees Royal Hotel
いて開催されたこと。およびその際における取締役のリスト。

・鉄道工事の経過について。 と 間の35マイルを除く全ての工事は，１月までにDenbigh Hall Rugby
完了予定である。

・資金の必要性について。費用の増加は不可避的である。なお，乗客輸送部門の支出については，

当初の見積りどおりであるが，新たに開拓する貨物輸送部門の支出については，支出の増大が必

至である。

・鉄道の貢献について。 と 間における乗客の旅行について，112マイル分の価格London Birmingham
引き下げと，1 3の時間短縮に成功した。工事の進行状況について。Ｌ＆Ｂ鉄道会社は，出発お/

よび到着時間の正確性を追求したが，これはどの鉄道会社においても成し遂げられていない。

・事業の将来について。将来的に，貨物輸送への進出が必至である。なお，郵便配達への参入に関

しては，目下通信大臣と交渉中である。

・鉄道のリースについて。 鉄道会社を年間£2,500でリースする。Aylesbury and Tring
・ 駅の建設について。 町の住人から， に線路を引き，駅を建築する承諾をWeedon Banbury Weedon
受けた。

・会社の現金有高は£247,307であり，将来支出可能額は£625,456（現金有高含む）である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社事務所の移転について。

・取締役の辞職について。

・財務諸表（一般収支勘定，資本勘定，株式勘定，利益勘定）。株式の新規発行が1841年まで実施

できないことから，早急に残額を払い込んでほしいとの旨が財務諸表の末尾に記載されている。

・技師 が作成した現場ごとの工事経過調査書。調査書の最終ページには工事終了予定表Stephenson
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が添付されている。（ 1110 260, 1837）。Public Record Office RAIL /

21）会計報告書からは，1838年８月21日に開かれた株主総会において，取締役が株主に対してＬ＆Ｂ

鉄道会社の現状を説明する様子が窺える。以下は1838年前期会計報告書の概要である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社の株主総会が，個別法の規定に基づき，1838年８月21日， 駅にあLondon Easton
る事務所において開催されたこと。

・予約サービスの開始。予約サービスを開始した当初は，困難な問題が発生すると予想されていた。

しかしながらその一方で，このサービスは市民の欲求を満たすものであり，かつ十分期待にこた

えうる収入が獲得できるものであった。

・ と 間のみが開通していた時期（１ １～４ ８）における収入と支出。London Tring / /

・ と 路線開通後（４ ９～６ 30）における収入と支出。Denbigh Hall Rugby / /

・機関車関係の支出の増大について。

・警備運搬関係の支出の増大について。

・ について。Hotel and Dormitory
・Ｌ＆Ｂ鉄道会社と他会社との連絡について。

・６月30日までの現金残高について。

・同期間の利益残高について。

・資本追加要請の可能性について。貨物部門への支出が当初の見積りを上回るものであることに加

えて，乗客部門へ便宜を図るための支出を考慮すると，資本追加を要請する可能性がある。

・ , , 路線の復旧について。Wolverton Blisworth and Kilsby
・財務諸表（一般収支計算書，資本勘定，株式勘定，準備金勘定，利益勘定，現金残高勘定）。

・４ ８～８ 11までの乗客輸送と小包運搬に関する運賃収入（ 1110 260,/ / /Public Record Office RAIL
1838）。

22）一方，Ｌ＆Ｂ鉄道全線が開通した直後（1838年９月）の財務諸表および1838年後期の財務諸表で

は，収益勘定の残高からの配当が初めて宣言された。

1838年後期の財務諸表は，前期と同じく，収支一般勘定，資本勘定，収益勘定，準備金勘定，残

高勘定から構成されている。資本勘定の残高£40,696 11 .5 .，収益勘定の残高£116,458 18 .4s d s
.，準備金勘定の残高£16,812はすべて，残高勘定の貸方に振り替られ，複会計制度を採用していd
る。

1838年後期の経営成績は，収益に対する費用の割合が0.50と前期に比して0.05減となっているこ

とから，良好であったと言える。収益勘定には，運賃収入，受取利息，前期の収益勘定残高の合計

£234,231 2 .から費用と減価償却費の合計£117,773を差し引いた純利益£116,458 18 .3 .が計s s d
上されている。この純利益を基礎にした配当£109,375は，収益勘定の貸方から宣言されている。

しかしこうした良好な経営成績の一方で，1838年後期の財政状態は，固定資産への投資の増大の

結果，固定資産の額が資本市場からの資金調達額を上回ったことから，非常に逼迫した状況である

ことが窺える。先に述べたように，留保利益のみによる路線建設は不可能であった。現金£902に

ついても，前期に比べて激減している（£22,705減）。配当が現金によって支払われるという当時

の状況を考慮すれば，配当支払を実施するためには，次期の運賃収入を待たなければならなかった

と予想される（ 1110 260, 1838）。Public Record Office RAIL /

23） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

24） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

25） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

26） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /
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27） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

28） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

29） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

30） 1110 260, 1837.Public Record Office RAIL /

31） 1110 260, 1838.Public Record Office RAIL /

32） （1985） .22.Edwards p
33）会計報告書からは，1840年８月７日に開かれた株主総会において，取締役が株主に対してＬ＆Ｂ

鉄道会社の現状を説明する様子が窺える。以下は1838年前期会計報告書の概要である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社の株主総会が，個別法の規定に基づき，1840年８月７日， においてEaston Hotel
開催され，£100株式あたり£４の配当を実施することが宣言された。

・ について。会社法に基づく資本調達を行った。£32株式１株あたり£８の払込がなStatement A
されたことで，配当に充てられるべき資本が£250,000増加した。なお残りの£８の払い込みに

ついては，1841年初頭に実施される予定である。

・ について。資本的支出の大部分は，駅の改良，支線の建設，輸送量増大に伴うエンStatement C
ジン・貨車・馬匹運送車およびトラックの追加に関する支出（資本的支出）である。６月30日現

在の総支出は£5,698,375であり，ここから執行株£3,633，準備金£57,150および議会から認可

を受けた資本£5,500,000を超過する分を差引いた額は，前回の株主総会において目的に応じて

使う権限が取締役に与えられている£250,000よりも小さい£137,592もしくは£112,408となる。

・ について。収益勘定について。貸方の収益は，前期に比べて£20減，前年に比べてStatement D
£72,953増となっている。ここで注意すべきは，この６ヶ月で乗客収入の減少が普遍的なのは，

収益を分割したためであり，乗客収入は17.5％の改善，商品部門は£5,201の増加であり，1839

年と比べて£28,037増加している。借方の費用に関しては，軌道の修繕維持費が£9,573減少し

ている一方で，税金が2.5％増加していることがあげられる。また準備金の意義は，車両を有効

にそして一定の基盤で維持することである。準備金の額は£57,150であることから，取締役は，

宣言されるべき配当として£21,000を充てることを勧告した。従って，配当を行っても依然とし

て£36,150の準備金が残る。

・運賃の改訂について。 と 間の運賃を14 .とする。London Birmingham s
・財務諸表（資本諸表，一般収支計算書，資本株式勘定，乗客輸送マイレージの比較（1839年と

1840年），収益勘定，貸借対照表）

・配当は８月14日に即座に支払うことができる。ただし払込が完済していることを条件とする。

（ 1110 260, 1840）。Public Record Office RAIL /

34） 1110 260, 1840.Public Record Office RAIL /

35）会計報告書からは，1842年２月11日に開かれた株主総会において，取締役が株主に対してＬ＆Ｂ

鉄道会社の現状を説明する様子が窺える。以下は1838年前期会計報告書の概要である。

・Ｌ＆Ｂ鉄道会社の株主総会が，個別法の規定に基づいて，1842年２月11日， においQueens Hotel
て開催され，£100株式あたり£4 15 .の配当を実施することが宣言された。s
・収益増加と費用減少について。正規の輸送による収益が1840年におけるそれを£23,982上回った

ため，全ての収入項目において増加となった。会社の支払地代および支払家賃は，前々期に比し

て£1,392 10 .1 .増加した。鉄道事業が拡張されているにもかかわらず，このような運送関係s d
の支出は，前期よりも£8,873 16 .減少した。支払利息は£6,886 6 .1 .減少した。収入の増加s s d
と費用の減少によって当期純利益は，前期と比べて41,134 19 .10 .増加した。したがって当期s d
純利益£227,824 11 .6 .に前期未処分利益£4,117 4 .を加えた£231,941 15 .6 .が配当可能s d s s d
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である。取締役は，£100株式に£4 15 .（計£118,750），£25株式に£1 3 .9 .（計£29,687s s d
10 .），£32株式に£1 10 .4,8 .（計£47,500），£32株式に15 .4.8 .（計£32,030）の配当s s s s d
を行うことを宣言した。今期に限定した資本勘定の借方残高は£39,204 8 .9 .であり，これはs d
将来の財産への支出£16,677 14 .5 .を含んでいる。車両に関しては５％の減価償却を見積もるs d
が，これは車両を有効に維持するために必要な最低限の積み立て額である。当期の減価償却£14,

463を加えたこれまでの減価償却積み立て額，£278,227 15 .4 .は資本勘定に記入されている。s d
配当は２月17日に即座に支払うことができる。ただし払込が完済していることを条件とする。

・財務諸表（一般収支計算書，資本勘定，株式未払込額，収益勘定，貸借対照表，収益勘定の詳細，

乗客輸送のマイレージ比較（1839年，1840年，1841年），収入の比較（1839年，1841年））。

（ 1110 260, 1841）。Public Record Office RAIL /

36）自己株式の売却による配当捻出を開始した1842年前期の財務諸表はどのようなものであったのか。

1842年前期の財務諸表は，収支一般勘定，株式資本勘定，損益勘定（特別利益勘定に該当する），

収益勘定，貸借対照表（のちの一般貸借対照表）から構成されている。損益勘定には，自己株式売

却によって獲得された利益が計上される。そして，株式資本勘定の残高£35,258 13 .4 .，損益勘s d
定の残高£31,268 12 . 11 .および収益勘定の残高£207,031 7 .6 .は，貸借対照表の借方に振りs d s d
替られていることから，複会計制度が採用していることがわかる。

1842年前期の経営成績は，収益に対する費用の割合は2.11であり，これは前の期と比べて0.01増

となっていることから，良好であったといえる。しかし配当£242,431は，収益£393,196から費用

£186,165を差し引いた当期純利益£207,031に前の期の未処分利益£3,960および自己株式売却に

よって獲得した利益£31,268を加算した額を基礎に宣言されている。経営成績は良好であったが，

当期純利益の上昇率が増大した資本に対する必要配当額の増加率に見合ったものではなかったこと

から，自己株式売却によって獲得した利益を加算した額を基礎とした配当が行われた。

1842年前期の財政状態は，株式資本勘定残高£35,258 13 .4 .となっており，これは前の期に比s d
べて£37,601減少している。また，現金£258,924 12 .は，前期に比べて£35,735減少している。s
注意すべきは，1841年後期の配当£227,967が，貸借対照表の現金£294,659から未払費用

£69,477を差し引いた額£225,182にほぼ等しい点である。1842年前期の配当£242,431は，貸借対

照表の現金£258,924 12 .および前払費用£24,566から未払費用£69,963を差し引いた額s
£213,527とは若干異なる。しかしながら翌期（1842年後期）の配当£242,455は，貸借対照表の現

金£307,707から未払費用£58,983を差し引いた額£248,421に，そのまた翌期（1843年前期）にも

また配当£242,732が現金£307,404から未払費用£54,155を差し引いた額£258,259にそれぞれ等

しくなる。配当が現金で支払われた状況を考えるならば，当期純利益を超える配当を行う際

には，現金有高の保証が不可欠であったと予想される（ 1110 260,Public Record Office RAIL /

1841）。

37） 1110 260, 1841.Public Record Office RAIL /

38） 1110 260, 1842.Public Record Office RAIL /

39） , 109 124.LONDON DAILY RAILWAY SHARE LIST Public Record Office RAIL C/ /
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